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1. はじめに
競合する 2つのフランチャイズチェーンが同じ地

域に店舗を配置する際の意思決定問題を扱う．対
象地域には複数の需要点があり，競合２社はこれ
らの需要を獲得できるような位置に店舗を配置す
ることを目的とする．この問題を，多期間の施設
配置問題として定式化する．この数理モデルを用
いた施設開設・閉鎖のシミュレーションにより，1

地域における競合するフランチャイズチェーンの
店舗展開の特徴を捉えることを目的とする．
2. 店舗配置モデル
本研究では，施設配置の数理モデルとして高山

らによるモデルを用いる [1]．各期では，競合他社
と自社の既存店舗の位置を与えられた条件として，
次の期での店舗の新規開設，閉鎖の意思決定を行
う．文献 [1]では，地点間の距離として直線距離を
用いているが，本研究では地理情報によって得た
道路網上の距離を用い，さらには需要点をより多
く設定することにより，多様な店舗配置が可能な
状態で数値実験を行う．
本モデルでは利用者が店舗を利用する方法とし

て直接型利用と立寄り型利用の二種類を想定する.

直接型需要は利用者が店舗を目的地と想定した利
用方法であり,自宅から店舗へ直接移動して利用
することをを想定している.一方で立ち寄り型需
要は利用者がある目的地へ移動する場面において,

その経路上に店舗が存在する際に利用することを
想定している.利用者が自社と競合他社の店舗を
区別しない状況を想定したうえで,店舗選択におけ
る利用者の行動を以下のように設定する.直接型需
要については利用者は最寄りの店舗を利用すると
仮定する.一方で立寄り型需要においては，利用者
は出発地から目的地までの移動経路上に存在する
店舗を等しい頻度で利用すると仮定する．すなわ
ち，利用経路上に m 個の店舗が存在する場合に
は，各店舗に 1/m人ずつ利用者が分配されると仮
定する．これらの条件のもとで意思決定側は，競
合他社と自社の現在の店舗の配置場所を把握した

うえで，利益の最大化を目的として店舗の配置方
法を決定する．
2.1. 定式化
直接型需要の需要点集合をDp,立寄り型需要の
起点集合をDf ,店舗の配置候補地集合K とする.

また,意思決定側チェーンの既存店舗が配置されて
いない配置候補地集合を N (⊂ K)とする．さら
に， j ∈ Df を起点とする立寄り型需要が通過す
る配置候補地の集合を Vj(⊂ K)と定義する.

モデルに用いる 0-1決定変数は以下である.いず
れの変数も，下記に示した以外のときは 0とする．

• xAk : 意思決定側が k ∈ K に店舗を配置する
とき 1

• ypik: 直接型需要 i ∈ Dpを候補地 k ∈ K の店
舗が獲得するとき 1

• yfjk:立寄り型需要 j ∈ Df を候補地 k ∈ Vj の
店舗が獲得するとき 1

• zjm:意思決定後に 経路上にm個の店舗が存
在するとき 1

入力データとして，客単価α, 粗利益率 rG, ロイヤ
リティ率 rR, 維持コスト cM , 新設コスト cE , 店舗
利用最大距離 dmax, 新設可能最大数 smax, 閉鎖可
能最大数 tmaxを用いる．
目的関数は，次のように定める．

PP + Pf − C

ここで，PP は直接型需要からの収入，Pf は立寄
り型需要からの収入，C は店舗の維持・管理およ
び新設にかかる費用を表す．
制約条件としては，まず，直接型需要を獲得す
るための条件として，

yPik ≤ uikx
A
k , ∀i ∈ Dp, ∀k ∈ K∑

k∈K yPik ≤ 1, ∀i ∈ Dp

を課す．ここで uik は，i ∈ Dpに対する競合他社
の最寄り店舗よりも近い配置候補地 k ∈ Kについ
ては 1，そうでない k ∈ K については 0とする．
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したがって，最初の制約式は直接型需要点 i ∈ Dp

を獲得するためには，iの最寄りの他社店舗より
も iに近い候補点に店舗を配置しなければならな
いことを課している．
また，立寄り型需要を獲得するための条件とし

て，

yfjk ≤ vjkx
A
k

を課す．ここで vjkは，候補地 k ∈ Kが j ∈ Dfが
通過する経路上に存在するなら 1，そうでないな
ら 0とする．この制約式は，j ∈ Dfを起点とする
立寄り型の需要を獲得するためには対象とする立
寄り型需要の目的地までの移動経路上の候補地に
店舗を配置しなければならないことを課している．
この他の制約として，他チェーンの店舗が既に置
かれている場所には配置しないことを表す制約な
どを課す．ここで，モデルを用いたシミュレーショ
ンを，実際の市街の地理情報から得られたデータ
を用いて行うこととする．直接型需要では，需要点
から一定の距離内にある店舗のみを利用の対象と
しているが，この距離を OpenStreetMap[2]から
得る実際の道路網上の距離を用いて計算する．ま
た，店舗候補地は，地理情報を用いて新規開設が
可能な建物を特定して設定する．
3. 計算機実験
この店舗配置モデルを解いて得られる店舗配置を

用いて，数値実験を行う．ここでは，コンビニエン
スストアの店舗配置を想定する．対象地域に 100 m

間隔で点を設定し，それらを候補地とする．需要点
は，参考文献 [3]で提供されている簡易 100 mメッ
シュ人口データを用いる．これは，コンビニエン
スストアは店舗数が多いため，地域を細かく分け
た需要点を設定することが望ましいと考えるため
である．このデータは国勢調査で得られた 500 m

メッシュ集計の人口を 100 mメッシュに按分した
データであるが，土地利用データで「工場」、「公共
施設等」となっている土地には人口を按分してい
ない．図 1に，神奈川県相模原市中央区の人口按分
データを示した．白く表示されている人口が 0の地
点は，公園や米軍施設など人が居住していない地
域に対応している．地点間の道路距離は，Python

パッケージ OSMnxを用いた．このパッケージを
用いて相模原市内の道路網ネットワークの各点か

図 1: 100 mメッシュ人口按分データ

図 2: 500 m以内の点の数の分布

ら 500 m以内に到達可能な点の数を求め，直線距
離で到達可能な点の数と並べて表示したものが図
2である．この図が示すように，直線距離を用い
る場合と道路網距離を用いる場合とは到達範囲に
違いがあるため，店舗配置に影響が出る．
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